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〔論 説〕

アメリカの州における住民投票に関する一考察

武 田 真一郎

はじめに

本稿は、アメリカの州における住民投票が具体的にどのような制度に基

づいて実施されているのかについて、その一端を考察したものである。ア

メリカの住民投票制度を知ることは、新しい民主主義のルールとして定着

しつつある日本の住民投票制度のあり方を考える上できわめて有益である

と思われる。しかし、アメリカの地方自治は多様性を尊重するところに特

徴があり、「法の形式も内容も異なる州レベルの50種類の『州法制』（州

憲法及び州法）が存在」（1）している。さらに州憲法が自治体に自治憲章

（homerulecharter）の制定権を保障している州では、各自治体は独自の

自治憲章を制定して地方行政を行っており、自治憲章が住民投票手続を規

定していることも多いので、住民投票のあり方はきわめて多様である。そ

の全貌を明らかにすることが筆者の手に余るのは火を見るより明らかなの

で（2）、本稿ではまず州レベルの制度に焦点を当て、アメリカの住民投票制

度の実際の姿を概観することにしたい。

なお、ここにいう州レベルの制度とは、州憲法が住民投票の権利を保障

して住民投票手続を設けており、全州的な住民投票が実施されている州の

制度を意味している。後述のようにこのような州は27州存在しており、
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（1） 小滝敏之・アメリカの地方自治、116頁（第一法規、2004年）。

（2） アメリカの住民投票制度を紹介するものとして、生田希保美・越野誠一・

アメリカの直接参加・住民投票（自治体研究社、1997）がある。



82

本稿が対象とするのはこれらの州の制度である。

1 州における住民投票制度の概要

住民投票とは間接民主制の代表を選ぶ選挙の投票ではなく、直接民主的

な投票を意味しており、具体的には表決（referendum）、発案（initia-

tive）、罷免（recall）の3種類がある。日本における一般的な理解として

は、表決とはある争点の賛否を問う投票であり、発案は法律案や条例案を

提案してその賛否を問う投票であり、罷免は公職にある者の解任を求める

投票ということができる。前稿でも検討したように（3）、アメリカでも住民

投票にはこの3種類があると考えられるが、アメリカにおける用語法は上

記の日本の用語法とは若干異なる面があるので、まずこの点を明らかにし

ておきたい（4）。

アメリカでは、選挙の投票以外の投票案件をballotmeasureと呼んで

おり、これには発案（initiative）と表決（referendum）があるとされて

いる（5）。発案とは、「住民が署名を収集して請求を行い、助言的意見、議

案、法律案または憲法修正案を提案し、その賛否を問うために住民による

投票を行うこと」（6）であるとされている。現在では24の州が発案の手続を

有している。後述のように、発案は議会がそのテーマについて議決を行っ

ていない段階でなされる点に特徴がある。

発案には、憲法修正発案（constitutionalinitiativeprocess）と法律発

案（statutoryinitiativeprocess）の2種類がある。前者は憲法修正案の

発案を、後者は法律案の発案を意味している。発案手続を有する上記の

24州のうち、18州が憲法修正発案の手続を有しており、21州が法律発案

の手続を有している。

さらに憲法修正発案には、直接発案（直接憲法修正発案、directinitia-

アメリカの州における住民投票に関する一考察

（ ）76331

（3） 武田真一郎「アメリカ連邦最高裁判決に見る住民投票の現状と課題」成蹊

法学80号、369-386頁（2014年）。

（4） アメリカでは直接民主的な住民投票として発案（initiative）と表決（refer-

endum）のみが論じられることが多いが、自治憲章に規定された市の住民投

票制度を見るとこれらと共に罷免（recall）の手続きが設けられているものが

ある（オハイオ州イーストレイク市の自治憲章第3編など）ので、この3種類

が住民投票に該当すると理解できる。

（5） M.DANEWATERS,INITIATIVEANDREFERENDUM ALMANACat11（2002）.

（6） Id.
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tiveamendments）と間接発案（間接憲法修正発案、indirectinitiative

amendments）の区別があり、同様に法律発案にも直接発案（直接法律発

案、directinitiativestatutes）と間接発案（間接法律発案、indirectini-

tiativestatutes）の区別がある。

このうち、憲法修正案の直接発案（直接憲法修正発案）とは、「住民に

よって憲法修正案が提出され、直ちに住民の賛否を問う投票が行われるも

の」であり、間接発案（間接憲法修正発案）とは、「住民によって憲法修

正案が提出されるが、住民の賛否を問う投票が行われる前に、まず修正案

が州議会に付議されて議会の審議がなされるもの」である（7）。

法律案の直接発案（直接法律発案）とは、「住民によって法律（拘束力

のある制定法）案や請願（拘束力のない提案）が提出され、直ちに住民の

賛否を問う投票が行われるもの」であり、間接発案（間接法律発案）とは

「住民によって法律（拘束力のある制定法）案や請願（拘束力のない提案）

が提出されるが、住民の賛否を問う投票が行われる前に、まず法律案や請

願が州議会に付議されて議会の審議がなされるもの」である（8）。

つまり、憲法修正発案および法律発案のいずれについても、住民案がそ

のまま投票に付されるのが直接発案であり、住民案が議会の審議を経た後

に投票に付されるのが間接発案である。法律発案の手続を有する21州の

うち、14州が直接発案の手続を有しており、9州が間接発案の手続を有し

ている。合計すると23州となるが、それは両方の手続を有する州が二つ

ある（ユタ州とワシントン州）ためである。

このように発案には憲法修正案に関するものと法律案に関するものがあ

り、それぞれに直接発案と間接発案がある。直接発案は住民が提出した憲

法修正案または法律案が基本的にそのまま投票に付されるので簡明である

が（9）、間接発案については住民が提出した案と議会の審議結果（否決また

は修正案の可決）との調整が問題となる。間接発案の手続と問題点につい

ては2で後述する。

以上は発案の概要であるが、次に表決について概観する。表決とは、
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（7） Id.

（8） Id.この説明によると法律発案の対象となるのは法律案のほかに請願も含ま

れることになるが、以下の記述では単に法律案と表記する。

（9） ただし、後述のようにその内容が法令に適合しているかどうかについて所

定の審査を受けるの通例である。
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「住民が州議会によって提案された法律や憲法修正を拒否する」（10）ための

投票である。つまり、発案は議会の議決の前に行われる投票であるのに対

し、表決は議会による提案すなわち議決がなされた後に、その議決に対し

て行われる投票であるといえる。前稿で見たように（11）、発案と表決の違

いは、「発案とは、有権者の一定数（法律で定められる）の署名によって

請求され、有権者の投票によって行われる立法の一種である。よって、発

案が成立することは、代表民主制の過程の完全なバイパスとして立法を行

う手段となり得る」（12）のに対し、「表決とは、これとは対照的に、立法機

関がすでにある立法を行った後に実施される投票である」（13）と説明されて

いた。この説明からも、発案は議会の議決の前に行われる住民投票であり、

表決は議会の議決の後に行われる住民投票だと理解することができる。

表決には住民表決（popularreferendum）と議会表決（legislativeref-

erendum）の2種類がある。住民表決とは、「署名を集めて請求すること

により、住民がその自治体の議会が制定したある特定の法律に対する賛否

を判断する」（14）ための投票である。24州がこの手続を有している（15）。議会

表決とは、「州議会、公選の公務員、州の任命による州憲法修正委員会、

その他の州の機関または州の部局が提案（憲法修正案、法律案、公債の発

行等）を行い、住民にその賛否を問う」（16）ための投票である。現在ではす

べての州がこの手続を有している（17）。つまり、前者は住民の発議による

表決であり、後者は議会等の発議による表決である。

アメリカでは発案の方が表決よりも重要で強力な手段と考えられており、

実施件数も発案の方が多い（18）。州に属する全米の自治体（カウンティ、

アメリカの州における住民投票に関する一考察

（ ）78329

（10） Supranote5at11.

（11） 前掲注（3）、385頁。

（12） GERALDE.FRUG,RICHARDT.FORD,DAVIDJ.BARRON,LOCALGOVERNMENT

LAW,CASESANDMATERIALS（5thed.）at886（2009）.

（13） Id.

（14） Supranote5at11.

（15） 発案の手続きを有するのも24州であるが、この24州とは一致しない。

（16） Supranote5at11.

（17） さらに議会表決には、憲法修正表決（legislativeamendment）と法律表決

（legislativestatutes）の区別がある。前者は議会または州政府が憲法修正案

を提案して市民の賛否を問うものであり、後者は議会または州政府が法律案

または公債発行などを提案して市民の賛否を問うものである。
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市、町）も発案や表決の手続を有しており、その実施件数は州レベルの発

案・表決よりもはるかに多いとされている（19）。また、アメリカでは全国

（連邦）レベルでの住民投票（つまり国民投票）の手続は発案・表決とも

存在しない。よって、住民投票とは、州レベルおよび自治体（カウンティ、

市、町）レベルでの発案、表決および罷免の投票を意味することにな

る（20）。

州レベルでの発案または住民表決の手続を有する州は27州あるが（21）、

それらの州が発案と住民表決のいずれを有しているか、発案手続を有して

いる場合には前記の憲法修正発案と法律発案のいずれであるか、さらに憲

法修正発案または法律発案を有している場合にはそれが直接発案であるか

間接発案のいずれであるかを一覧表にしたのが後掲の［表1］である（22）。

この表によると、発案と住民表決の両方を有する州が多数を占めており

（22州）、発案を有する州では憲法修正発案・法律発案とも直接発案を有

する例が多い（10州）。それ以外には発案を有するが住民表決を有しない

州（3州）、逆に発案を有しないが住民表決を有する州（2州）など多様で

ある。

各州の発案、表決の手続はそれぞれ異なっているが、五つの共通点があ

ることが指摘されている。それは、①発案の内容を所定の州の機関に事前

に提出すること、②署名収集の前に発案の内容が法令に適合しているかど

うか審査されること、③必要な数の署名を収集するために請求の内容が住

民に周知されること、④請求のために収集された署名は州の選挙管理機関

に提出されて審査を受けること、⑤発案は無記名投票（ballot）に付され、

投票が行われることである（23）。

アメリカの州レベルでの発案の住民投票の実施件数を10年毎にまとめ

成蹊法学82号 論 説
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（18） Supranote5at11.

（19） Id.

（20） 注（4）で見たように、罷免の投票も住民投票に含まれる。

（21） この表に載っていない他の23州は州レベルでの住民投票（発案・表決）手

続を有していないことになる。

（22） この表は注（5）「住民投票便覧」の12頁に掲載されている表を参考にした。

同書は2003年の初版以降4年おきに改定される予定であったが、改訂版は発

行されていないようである。よって、この表のデータは2003年の時点のもの

である。

（23） Supranote5at12.
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表1 アメリカ各州の住民投票手続

州 制定年 発案 表決 憲法発案 法律発案

1 AK（アラスカ） 1956 ○ ○ × 間接

2 AZ（アリゾナ） 1911 ○ ○ 直接 直接

3 AR（アーカンソー） 1910 ○ ○ 直接 直接

4 CA（カリフォルニア） 1911/66*1 ○ ○ 直接 直接

5 CO（コロラド） 1912 ○ ○ 直接 直接

6 FL（フロリダ） 1972 ○ × 直接 ×

7 ID（アイダホ） 1912 ○ ○ × 直接

8 IL（イリノイ） 1970 ○ × 直接 ×

9 KY（ケンタッキー） 1910 × ○ × ×

10ME（メイン） 1908 × ○ × 間接

11MD（メリーランド） 1915 × ○ × ×

12MA（マサチューセッツ） 1918 ○ ○ 間接 間接

13MI（ミシガン） 1908 ○ ○ 直接 間接

14MS（ミシシッピ） 1914/92*2 ○ × 間接 ×

15MO（ミズーリ） 1908 ○ ○ 直接 直接

16MT（モンタナ） 1904/72*3 ○ ○ 直接 直接

17NE（ネブラスカ） 1912 ○ ○ 直接 直接

18NV（ネバダ） 1905 ○ ○ 直接 間接

19NM（ニューメキシコ） 1911 × ○ × ×

20ND（ノースダコタ） 1914 ○ ○ 直接 直接

21OH（オハイオ） 1912 ○ ○ 直接 間接

22OK（オクラホマ） 1907 ○ ○ 直接 直接

23OR（オレゴン） 1902 ○ ○ 直接 直接

24SD（サウスダコタ） 1898/72/88 ○ ○ 直接 直接

25UT（ユタ） 1900/17*4 ○ ○ × 直接・間接

26WA（ワシントン） 1912 ○ ○ × 直接・間接

27WY（ワイオミング） 1968 ○ ○ × 間接

州レベルで発案または住民表決が設けられている州につき、設けられているものに

○を、設けられていないものに×を付した。憲法修正発案（憲法発案）および法律

発案については、直接発案と間接発案の区別を示した。

*1 カリフォルニア州では1966年に間接法律発案手続を廃止した。

*2 ミシシッピ州では1914年州裁判所によって発案手続が無効と判断されたが、

1992年に再度発案手続が設けられた。

*3 モンタナ州の憲法修正発案手続（直接）は1972年に設けられた。

*4 サウスダコタ州では1972年に憲法修正発案手続（直接）が設けられ、1988年

に間接法律発案手続が廃止された。
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たのが［表2］である（24）。この表によると1901年から2000年までの実施

件数は合計1997件であり、法律の成立率は平均すると41％である。

2 発案の手続－直接発案と間接発案

直接発案は、憲法修正案および法律案のいずれについても住民が提案し

た憲法修正案または法律案がその適法性について所定の審査を受けた

後（25）、直ちに有権者（投票資格者）の投票に付され、過半数の賛成があ

れば憲法修正条項または法律として成立するという制度である。

例えば、カリフォルニア州は憲法修正案および法律案のいずれについて

も直接発案を採用しているが、州憲法の規定によると、発案の議案は法律

案または憲法修正案の条文とともに州務長官に請求し、法律案にあっては

前回の知事選挙の際のすべての候補者に対する投票総数の5％の有権者の

署名があることについて、憲法修正案にあっては前記の投票総数の8％の

有権者の署名があることについて州務長官の確認を受け（26）、州務長官は

当該議案が確認を受けてから少なくとも131日が経過した後の州選挙の際

に当該議案を住民投票に付し（27）、過半数の賛成を得たときは、別に定め

成蹊法学82号 論 説
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表2 州レベルでの発案の投票件数

期間 投票件数 成立数 不成立数 成立率

1901-1910 56 25 31 45%

1911-1920 293 116 177 40%

1921-1930 172 40 132 23%

1931-1940 269 106 163 40%

1941-1950 145 58 87 41%

1951-1960 114 45 69 39%

1961-1970 87 37 50 41%

1971-1980 201 85 116 43%

1981-1990 271 115 156 44%

1991-2000 389 189 200 48%

合計 1997 816 1181（平均）41%

（24） この表は注（5）「住民投票便覧」の533頁に掲載されている表を参考にし

た。注（22）も参照されたい。

（25） その審査は基本的に助言的なものであるとされている。3で後述する。

（26） Cal.Const.art.2§8（b）.
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る場合を除き、投票の翌日から効力を有するとされている（28）。

これに対して間接発案は次のように説明されている。「有権者は議案を

州議会に提出し、審議を求める。通常は議会は一定期間のうちにその議案

を可決するか否決するかを判断する。もし議会が可決すればその議案は法

律となる（ただし住民投票に付される場合もある）。議案が否決され、ま

たは議会が所定の期間内に議決しなかった場合には、その議案は通常は次

の選挙の際に投票に付される」（29）。

このように住民投票の前に議会による審議が行われ、住民案とは異なる

議会案が議決される場合があるので、住民案と議会案との関係が問題とな

る。具体的な手続は次に見るように間接発案を採用している州ごとに異なっ

ている（30）。

アラスカ州では州憲法第Ⅸ章が住民投票について規定している。発案は

法律発案のみが設けられており、間接発案を採用している（31）。法律発案

の請求者は前回の州選挙の投票者数の10％以上の署名を収集して請求を

行う（32）。議会は提出された法律案を審議することを義務付けられていな

いが、審議を行わなかった場合には、法律案は次回の選挙の際に投票に付

される（33）。投票総数の過半数が法律案に賛成した場合には、当該法律は

成立する（34）。議会が法律案を議決した場合および法律案を修正して実質

的に同一内容の法律を議決した場合には投票は行われない（35）。法律案が

修正されても投票が行われない間接発案制度は、アラスカ州とワイオミン

グ州のみが採用している（36）。

メイン州では州憲法第Ⅳ章が住民投票について規定している。発案は法

アメリカの州における住民投票に関する一考察

（ ）82325

（27） Id.§8（c）.

（28） Id.§10（a）.

（29） FredSilvia,M.DaneWaters,TheIndirectInitiativeProcess,supranote

5at13.

（30） ここにいう間接発案であっても、メイン州憲法第Ⅳ章18条のように州憲法

では直接発案（directinitiative）という文言が使われている場合がある。

（31） AlaskaConst.art.XI,§1,4.

（32） Id.§ 3.

（33） Id.§ 4.

（34） Id.§ 6.

（35） Id.§ 4.

（36） See,supranote5at13.
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律発案のみが設けられており、間接発案を採用している（37）。請求に必要

な署名数は直前の知事選挙の投票総数の10％以上である（38）。議会が請求

された住民案を可決した場合には住民投票は行われないが、それ以外の場

合つまり住民案を否決したときと住民案を修正した議会案を可決したとき

は住民投票が行われる（39）。投票においては、投票資格者は住民案と議会

案のいずれかに賛成票を投じるか、両方に反対票を投じることもでき

る（40）。住民案と議会案の両方が投票に付されたが、住民案に対する賛成

票、議会案に対する賛成票のいずれもが両案への反対票を含めた投票総数

の過半数に満たない場合には、住民案または議会案のうち多数を占めたも

のが投票総数の3分の1以上に達していれば、さらに当該案を次に行われる

州の選挙の際に住民投票に付する（41）。住民投票に付された法律案は、過

半数の賛成により成立する（42）。メイン州ではマサチューセッツ州に次い

で間接発案による立法が多い（43）。

マサチューセッツ州では州憲法第XLVIII（46）章およびLXXXI（61）

章が住民投票について規定している（44）。同州は憲法修正発案、法律発案

のいずれも間接発案を設けている唯一の州である。

法律発案については、二つの段階がある。第1段階では、請求者は前回

の知事選挙での投票総数の3％の署名を集めることにより、議会に対して

法律案の審議を求めることができる（45）。議会が提案された法律案を可決

しなかった場合には第2段階となり、請求者がさらに追加の署名（上記の

投票総数の0.5％）を収集したときは、当該法律案は次回の州選挙の際に

住民投票に付される（46）。住民投票において、賛成票が過半数となり、か

つ、当該選挙の投票総数の30％以上に達したときは、投票の30日後また

成蹊法学82号 論 説

（ ）83 324

（37） Me.Const.art.IV,§18.1.

（38） Id.

（39） Id.§ 18.2.

（40） Id.

（41） Id.

（42） Id.§ 19.

（43） Supranote5at13.

（44） 同州の憲法XLVIII章は住民投票について定める修正条項であるが、同章

はさらにLXXXI章によって修正されている。

（45） Mass.Const.art.XLVIII,V§1,amendedbyart.LXXXI§2.

（46） Id.
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は別に定める日に当該法律は成立する（47）。

憲法修正発案については、住民は上記の法律発案と同じ署名数によって

議会に対して請求（住民発案）することができる（48）。住民発案があった

ときは、議会は上院と下院の両院会議を開いて修正案（住民案）を審議

し（49）、両院会議は住民案をそのまま議決するか、または4分の3以上の

議員の賛成によって住民案を修正した議会案を提案することができる（50）。

住民案に4分の1以上の議員が賛成したときは継続審議となる（51）。

次の会期において、再び両院会議の4分の1以上の議員が賛成したとき

は次の州選挙の際に住民案が住民投票に付され、議会案があるときは住民

案および議会案が住民投票に付される。住民投票において、住民案に過半

数の賛成があり、かつ賛成票が当該選挙の投票総数の30％以上に達した

とき、または住民案もしくは議会案のうち過半数を占めた案の得票数が当

該選挙の投票総数の30％以上に達したときは、当該修正案は成立する（52）。

なお、議会の上院または下院のいずれかの議員も憲法修正の請求（議員

発案）することができる（53）。議員発案があったときは、上院と下院の合

同による両院会議を開いて修正案（議員案）を審議し（54）、過半数の賛成

があったときは継続審議となる（55）。次の会期で再び両院会議の過半数の

賛成があったときは、次の州選挙の際に住民投票に付され、過半数の賛成

があると当該修正案は成立する（56）。

このように、憲法修正発案がなされても議会（両院会議）が4分の1以

上の賛成による議決をしない限りは住民投票に付されることはなく、その

意味で全米でもっとも間接的な発案手続であるとされている（57）。よって

同州では憲法修正の発案がなされることはほとんどないが、法律発案の件

アメリカの州における住民投票に関する一考察

（ ）84323

（47） Id.

（48） Id.art.XLVIII,IV§2,amendedbyart.LXXXI§1.

（49） Id.

（50） Id.§3.

（51） Id.§4.

（52） Id.§5.

（53） Id.art.XLVIII,IV§2,amendedbyart.LXXXI§1.

（54） Id.

（55） Id.§4.

（56） Id.§5.

（57） Supranote5at13.
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数はきわめて多い（58）。

ミシガン州では憲法第II章が住民投票について規定している。憲法修

正発案は直接発案であり、法律発案のみが間接発案である。請求に必要な

署名数は直前の知事選挙の投票総数の8％以上である（59）。法律発案の請求

が行われると議会は40日以内に当該法律案（住民案）を可決するかどう

かを審議する（60）。議会は住民案そのものを修正することはできないが、

議会案を提出することができる（61）。議会が住民案を否決した場合は次の

州選挙の際に住民投票に付されるが、議会案が提出されている場合は住民

案と議会案の両方が住民投票に付されることになる。過半数の賛成を得た

案が成立する（62）。

ミシシッピ州では憲法第15章の273条が住民投票について規定してい

る。同州は憲法修正発案についてのみ間接発案を設けているが、法律発案

を設けていない唯一の州である。憲法修正の発案に必要な署名数は前回の

知事選挙の投票総数の12％である（一つの選挙区あたり上記総数の20％

を超えた部分は算入されない）（63）。発案の請求があると議会は可決、否決

または修正案（議会案）の提出のいずれかの措置をとるが、いずれの場合

も住民投票に付され、議会案が提出されたときは住民案と議会案の両方が

投票に付される（64）。住民投票において過半数となった案の得票数が投票

総数の40％以上に達したときは、当該案は成立する（65）。同州では1992年

にこの間接発案制度を設けられた後、公職者の任期制限に関する発案が2

件請求されたが、いずれも不成立となった。

ネバダ州では憲法第XIX（19）章が住民投票について規定している。

同州では法律発案のみが間接発案であり、憲法修正発案は直接発案である。

法律発案に必要な署名数は前回の州選挙の投票総数の10％以上である（66）。

法律発案の請求（住民案）がなされると議会は40日以内に審議を行い、
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（ ）85 322

（58） Id.

（59） Mich.Const.art.II§ 9.

（60） Id.

（61） Id.

（62） Id.

（63） Mss.Const.art.15,§ 273（3）.

（64） Id.（7）.

（65） Id.

（66） Nev.Const.art.19§ 2.2.
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可決、否決または修正案（議会案）の提案のいずれかの措置をとる（67）。

議会が住民案を否決するか議会案を提案したとき、または40日以内に何

らの措置をとらないときは住民投票が行われ、議会案が提案された場合に

は住民案と議会案の両方が住民投票に付される（68）。住民投票において過

半数を占めた法律案が成立する（69）。

オハイオ州では憲法第II章が住民投票について規定している。同州で

は法律発案のみが間接発案であり、憲法修正発案は直接発案である。同州

の間接発案はマサチューセッツ州と同様に二つの段階がある。第1段階で

は、前回の知事選挙の投票総数の3％というかなり少ない署名数で発案の

請求をすることができる（70）。議会が法律案を可決したときは、当該法律

案は次回の州選挙の際に表決の投票に付される（71）。

議会が法律案を否決したとき、または何らの措置をとらなかったときは、

請求者は第2段階の署名収集を行い、上記の署名に加えてさらに上記の投

票総数の3％以上の署名によって請求を行うことにより、次回の州選挙の

際に住民投票が行われる（72）。住民投票において賛成が過半数となると法

律案は成立する（73）。

ユタ州では憲法第VI章が住民投票について規定しているが（74）、具体的

な手続は州法が規定している。同州は憲法修正発案を設けておらず、法律

発案のみを設けている。同州はワシントン州とともに発案の請求者が直接

発案と間接発案のいずれかを選択できる制度を有している。直接発案には

前回の知事選の投票総数の10％の署名が必要である（75）。間接発案の場合

は上記の投票総数の2分の1に当たる 5％の署名によって請求できるの

で（76）、この点が間接発案を利用する誘因となっている。

間接発案の場合には、議会は法律案を可決するか否決するかのいずれか

アメリカの州における住民投票に関する一考察

（ ）86321

（67） Id.§ 2.3.

（68） Id.

（69） Id.

（70） OhioConst.art.II§2.01b.

（71） Id.

（72） Id.

（73） Id.

（74） UtaConst.art.VI§ 1.

（75） UtaCode20A-7-201（2）（a）（i）.

（76） Id.20A-7-201（1）（a）（i）.
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の措置をとり、法律案を修正することはできない（77）。議会が法律案を可

決した場合は次回の州選挙の際に表決の投票に付され（78）、過半数の賛成

により成立する（79）。議会が否決したときは、請求者がさらに上記の投票

総数の5％の署名を収集することにより、法律案は次回の州選挙の際に住

民投票に付される（80）。直接発案および間接発案のいずれについても、住

民投票で過半数の賛成を得ることによって法律案は成立する（81）。

ワシントン州では憲法第II章が住民投票について規定している。同州

は憲法修正発案を設けていないが、法律発案についてはユタ州とともに請

求者が直接発案と間接発案のいずれかを選択できる制度を有している。請

求に必要な署名数はいずれも前回の知事選挙の投票総数の8％である（82）。

署名数が同じであるためか、請求者のほとんどは直接発案を選択している

とされている（83）。

直接発案は次の州選挙の4か月前までに請求を行い、法律案はその選挙

の際に住民投票に付される（84）。間接発案は議会の会期の10日以上前まで

に請求を行い、議会は法律案（住民案）の審議を行って可決または否決す

るか、修正案（議会案）を提出する（85）。議会が修正することなく住民案

を可決したときは住民案が成立するが、当該法律案に対して表決の請求を

することができるほか（86）、議会が表決の投票に付すこともできる（87）。

議会が住民案を否決したとき、または何らの措置をとらなかったときは、

次の選挙の際に住民案が住民投票に付され、過半数の賛成により成立す

る（88）。議会が議会案を提出したときは住民案と議会案の両方が住民投票
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（ ）87 320

（77） Id.20A-7-208（1）（a）.

（78） Id.20A-7-208（1）（c）.

（79） Id.20A-7-310（3）（a）（ii）.

（80） Id.20A-7-310（2）.

（81） Id.20A-7-211（3）（a）（ii）.

（82） Wash.Const.art.II§ 1a.

（83） Supranote5at14.

（84） Supranote82§ 1a.

（85） Id.

（86） Id.表決の投票が行われる場合は賛成票が過半数となり、かつ総投票数の3

分の1以上に達したときに成立する。Id.§1d.

（87） Id.§1a.

（88） Id.
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に付され、投票者はまず第1に住民案と議会案のいずれかに賛成するか両

方に反対するかについて投票し、第2に住民案と議会案のいずれに賛成す

るかを投票する。第1の点について両方に反対するという意見が過半数に

なった場合はいずれの法律案も不成立となる。ただしこの場合でも第2の

点の投票結果について正確な集計を行い、結果を公表しなければならない。

それ以外の場合は第2の点の投票結果において過半数となった法律案が成

立する（89）。

ワイオミング州では憲法第III章が住民投票について規定している。同

州では法律案の間接発案のみが設けられており、憲法修正発案は設けられ

ていない。発案の請求に必要な署名数は前回の州選挙の投票総数の15％

以上である（90）。議会が提案された法律案と実質的に同一の法律を制定し

たときは請求は無効となって住民投票は行われないが、それ以外の場合に

は次の州選挙の際に法律案は住民投票に付される（91）。住民投票で過半数

の賛成があると法律案は成立する（92）。

3 住民投票の対象

発案や表決の住民投票の対象となるのはどのような事項なのであろうか。

この点は日本の常設型住民投票条例が「市政運営上の重要事項」に限定し

たり、当該自治体の権限に属しない事項を対象から除外することがあるの

で、日本でも問題となっている（93）。アメリカの州レベルでの住民投票に

ついては、次に見るように対象を制限しない州と一定の制限を設けている

州がある。

まず発案については、アイダホ州では対象について何らの制限が設けら

れていない。緩やかな制限が設けられている例としては、「単一の事項」

（singlesubject）という制限（94）のみを設けている例として、カリフォルニ

アメリカの州における住民投票に関する一考察

（ ）88319

（89） Id.

（90） Wyo.Const.97-3-052（c）.

（91） Id.97-3-052（d）.

（92） Id.94-3-052（f）.

（93） 広島市では住民投票を請求しようとしたところ、市長が当該事項は市政運

営上の重要事項に当たらないとして署名収集の実施を拒否した事例がある。

この点につき、武田真一郎「住民投票実施請求代表者証明書の交付申請却下

処分が適法とされた事例（広島市住民投票拒否事件）」（判批）成蹊法学76号

164頁（2012年）参照。
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ア（95）、コロラド、フロリダの各州があり、「議会の権限に属する事項」

（legislativemeasures）という制限のみを設けている例として、アーカン

ソー、イリノイ、ミシガン（96）、ユタの各州がある。アリゾナ、オレゴン、

ワシントンの各州は「単一の事項」かつ「議会の権限に属する事項」とし

て、これらの両方の制限を設けている。これに対して他の州は次に見るよ

うに何らかの具体的な制限を設けている。

アラスカ州は、単一の事項に限定し、かつ収入、支出、司法制度に関す

る法律、特定地域に適用される特別法および社会秩序・衛生・安全に関す

る法律を除外している（97）。

メイン州は、充当可能な州予算を超える支出を伴う法案については、法

案の実施のために必要な新たな収入について当該法案が必要な措置をとっ

ていない限り、次の州議会定例会招集の45日後までは効力を有しないと

している（98）。これは投票対象そのものの制限ではなく、法律の成立要件

に関する制限であるが、参考のためここに挙げておく。

マサチューセッツ州は、宗教、司法制度、特定地域に適用される特別法、

特定の支出に関する事項を除外している（99）。

ミシシッピ州は憲法修正の間接発案だけを設けており、法律案の発案を

設けていないが、憲法が定める権利章典の変更、公務員退職年金制度、労

働基本権、憲法修正発案の改廃にかかわる事項を除外している（100）。また、

一度不成立となった事項については投票日から2年間は発案の投票ができ

ないこととされている（101）。

ミズーリ州は、単一の事項に限定し、かつ当該法律案に新たな予算措置
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（94） これは一つの発案の請求では一つの争点しか対象とすることができないこ

とを意味している。複数の請求がなされれば、1回の住民投票で複数の事項に

ついて投票が行われる。

（95） Cal.Const.art.2§8（d）は、一つ以上の対象事項を含む発案を有権者に

提起することはできず、当該発案は効力を有しないと規定している。

（96） Miss.Const.art.II§9は、発案の対象を「議会が州憲法の下で制定する

ことが可能な法律」としている。

（97） AlaskaConst.art.XI§7.

（98） Me.Const.art.IV§19.

（99） Mass.Const.art.XLVIII,II§2.

（100）Miss.Const.art.15§273（5）（a）～（d）.

（101）Id.§273（11）.
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が設けられている場合を除いて予算の支出を対象とするもの、その他州憲

法によって禁止されている事項を対象とするものを除外している（102）。

モンタナ州は、単一の事項に限定し、かつ予算の支出および特定地域に

適用される特別法を除外している（103）。

ネブラスカ州は、単一の事項に限定し、かつ議会の権限に属する事項に

限定している。同一事項について3年以内に再度発案の請求をすることは

できない（104）。

ネバダ州は、当該法律案が州憲法によって禁止されていない課税措置ま

たは増収措置を十分に講じている場合を除き、予算の支出を対象とするも

のを除外している（105）。

ノース・ダコタ州は、発案の請求があると関連する議会の制定法の効力

は停止するが、非常事態に関する法律および州の諸機関や組織の運営に必

要な予算に関する法律は除外されるとしている（106）。

オハイオ州は、単一の事項に限定し、かつ議会の権限に属する事項に限

定するとともに、課税のために必要な財産や土地の評価、税率、課税方法

の変更に関する事項を除外している（107）。

オクラホマ州は、単一の事項に限定し、かつ議会の権限に属する事項に

限定するとともに、一度不成立となった事項については3年以上経過しな

ければ再度の発案の請求ができないとしている（108）。

サウス・ダコタ州は、社会秩序・衛生・安全を確保するために緊急に必

要とされる法律および州政府とその組織を維持するために必要な法律を除

外している（109）。

ワイオミング州は、単一の事項に限定し、かつ、収入、予算、裁判所の

設置・管轄・規則に関する事項、特定地域に適用される特別法および憲法

によって議会の権限に属しないとされている事項を除外している（110）。

アメリカの州における住民投票に関する一考察

（ ）90317

（102）Mo.Const.art.III§51.

（103）Mont.Const.art.III§4（1）.

（104）Neb.Const.art.III§CIII-2.

（105）Supranote5at18,310.州憲法自体には該当する規定は見当たらない。

（106）N.D.Const.art.III§5.

（107）OhioConst.art.II§2.01e.

（108）Okla.Const.art.V§V-6.

（109）S.D.Const.art.III§1.
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次に、表決の対象については、制限が設けられていない州として、アー

カンソー、アイダホ、メイン、メリーランド、ネバダ、ノース・ダコタ、

オハイオ、オクラホマ、オレゴン、ユタの各州がある。具体的な制限を設

けている州は次のとおりである。

アラスカ州は、州の収入・支出、特定地域に適用される特別法、社会秩

序・衛生・安全を確保するために緊急に必要とされる法律を除外してい

る（111）。

アリゾナ州は、社会秩序・衛生・安全を確保するために緊急に必要とさ

れる法律および州の諸機関や組織を維持・運営するために必要な支出に関

する法律を除外している（112）。

カリフォルニア州は、緊急事態に対処する法律、選挙の実施に関する法

律、租税の徴収に関する法律および州の通常経費の支出に関する法律を除

外している（113）。

コロラド州は、社会秩序・衛生・安全を確保するために緊急に必要とさ

れる法律および州の諸機関や組織を維持・運営するために必要な支出に関

する法律を除外している（114）。

ケンタッキー州は、州レベルでの発案を設けておらず、表決のみを設け

ているが、表決の対象となるのは「財産を分類する法律および有形無形を

問わず個人の財産に対し不動産に対するよりも低い税率を適用する法

律」（115）だけである（116）。この規定は憲法の立法権や住民投票に関する章で

はなく、課税権の章に置かれている。また、他の州は住民投票の対象から

除外する事項を規定しているが（ネガティブリスト方式）、ケンタッキー

州は住民投票の対象となる事項を一項目だけ規定している（ポジティブリ

スト方式）点で特徴的である。

マサチューセッツ州は、宗教、司法制度に関する法律および特定地域に

成蹊法学82号 論 説

（ ）91 316

（110）Wyo.Const.97-3-052（g）.

（111）AlaskaConst.art.XI§7.

（112）Ariz.Const.art.4§1（3）.

（113）Cal.Const.art.2§9.

（114）Colo.Const.art.V§ 1（3）.

（115）Ky.Const.§171.

（116）この条文の意味は分かりにくいが、とりあえず直訳したものである。注5

の19頁によると「税金を上げる法律に対してのみ表決が認められている」と

説明されている。
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限定的に適用される法律を除外している（117）。

ミシガン州は、州組織の支出に関する法律および州財源の不足を補うた

めの法律を除外している（118）。

ミズーリ州は、社会秩序・衛生・安全を確保するために緊急に必要とさ

れる法律および州政府の支出、州機関の運営および公立学校の予算に関す

る法律を除外している（119）。

モンタナ州は、予算の支出に関する法律を除外している（120）。

ネブラスカ州は、州政府または法律制定時にすでに設置されている州組

織の経費の支出に関する法律を除外している（121）。

ニュー・メキシコ州は、支出に関する基本法、社会秩序・衛生・安全を

確保するために緊急に必要とされる法律、州債務とその金利の支払いおよ

びそのための基金に関する法律、公立学校または州組織の維持管理に必要

な支出に関する法律、特定の地域に適用される特別法を除外している（122）。

サウス・ダコタ州は、住民投票の対象から除外される事項は発案と表決

で同じであり、社会秩序・衛生・安全を確保するために緊急に必要とされ

る法律および州政府とその組織を維持するために必要な法律を除外してい

る（123）。

ワシントン州は、社会秩序・衛生・安全を確保するために緊急に必要と

される法律および州政府とその組織を維持するために必要な法律を除外し

ている（124）。

ワイオミング州は、収入・支出、特定の地域に適用される特別法に関す

る法律および社会秩序・衛生・安全を確保するために緊急に必要とされる

法律を除外している（125）。

以上によると、単一の事項および議会の権限に属する事項に限るという

一般的な制限以外の具体的な制限としては、まず発案については予算や支

アメリカの州における住民投票に関する一考察

（ ）92315

（117）Mass.Const.§art.XLVIII,TheReferendumIII§2.

（118）Mich.Const.art.II§9.

（119）Mo.Const.art.III§52（a）.

（120）Mont.Const.art.III§5（1）.

（121）Neb.Const.art.IIICIII-3.

（122）N.M.Const.art.IV§1.

（123）S.D.Const.art.III§1.

（124）Wash.Const.art.II§1b.

（125）Wyo.Const.97-3-052.
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出など財政に関する制限が7件（うち1件は課税に関するもの）でもっと

も多く、司法・裁判所に関する制限が3件、緊急事態に関する制限が2件、

組織に関する制限が2件、その他（宗教や適用地域を限定する特別法など）

が4件となる。

表決については、予算や支出など財政に関する制限が11件（うち1件

は課税に関するもの）、緊急事態に関する制限が8件、組織に関する制限

が2件、その他（宗教や適用地域を限定する特別法など）が3件である。

複数の制限を設けている州については、それぞれの制限を1件と数えてい

る。

これらの制限はいずれも常識的であるか一定の合理性があると考えられ、

広すぎて不適当なものはないように思われる。

発案や表決の請求があった際に、対象とされた事項がこれらの制限に適

合するかどうかはどのように判断されるのだろうか。多くの州では署名収

集前に州法務長官などによる法律案の審査が行われるが、4つの州を除く

とその審査は助言的なものである。この4つの州を見ると、アーカンソー、

ユタ、オレゴンの各州では州法務長官には法令に適合しない請求を拒否す

る権限があり、フロリダ州では憲法または法律に適合しない請求を停止す

る権限が州最高裁に認められている（126）。

助言的な審査としてオハイオ州の例を見ると、州法に定められた審査は

次のようなものである。

「法律案または憲法修正案の発案の際には、それらの案の全文および要

旨と共に、100名の有権者の署名を添えた書面による請求を州法務総裁

（attorneygeneral）に提出し、確認を求めなければならない。法務総裁

はその要旨が法律案または憲法修正案の要旨として正確で適正であると認

めるときは、その旨を証明する。証明を受けた憲法修正案または法律案お

よびその要旨と法務総裁の証明は、州務長官（secretaryofstate）に提

出しなければならない。」（127）

この規定を見る限り、発案のための署名収集前に州法務総裁が上記の証

明をするだけであり、署名収集や投票の拒否は想定されていないようであ

る。

成蹊法学82号 論 説

（ ）93 314

（126）Supranote5at15.

（127）OhioRevisedCode§3519.01（A）.
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具体的な制限が数項目にわたって儲けられているマサチューセッツ州の

州憲法を見ると、表決の対象となる法律案が最初に州法務長官に提出され

た際に、法務長官は法律案の内容とその名称（タイトル）が住民の署名収

集のために回覧するのに適したものであるかどうか、また、法案の対象事

項が発案の対象から除外されたものでないことを確認してから州務長官に

提出し（128）、それから署名収集が行われることとされている。その際に、

法律に規定されているわけではないが、通常は法務長官と請求者が密接に

連携しつつ、法務長官は法律案を精査してその要旨を作成していることが

指摘されている（129）。このような運用によって最終的な法律案が対象の制

限に抵触しないように調整が図られているものと思われる。

4 必要署名数

発案および表決の請求は、日本の直接請求と同様に、住民（有権者）の

署名を所定数以上収集することによって成立する。2の発案の手続きの項

でも各州の手続きを紹介する際に必要な署名数について触れたが、憲法修

正発案と法律発案について必要署名数を一覧にすると［表3］のとおりで

ある（130）。

これを見ると、憲法修正発案については有権者数を基準とするのはネブ

ラスカ州だけであり、多くの州が前回の知事選挙の投票総数を基準として

いる。そのうち、もっとも必要署名数が多いアリゾナ州がその15％、少

ないマサチューセッツ州がその3％とし、10％とする州が多数派である。

法律発案についてはやはり知事選挙の投票総数を基準とする州が多く、必

要署名数は憲法修正発案よりも少なく設定されている州が多い。

知事選挙の投票総数の10％が必要であるということは投票率が80％の

場合で有権者数の8％、同50％の場合で5％となる。発案の投票結果には

憲法修正や法律が成立するという法的拘束力がある。日本では法的拘束力

のあるリコール（罷免）の投票を直接請求するためには有権者数の1/3

（約33％）の署名を収集しなければならないし、常設型住民投票条例で結

果に拘束力のない表決の投票を行う場合でも有権者数の10％程度の署名

が必要とされるのが通例であるから、これと比べるとアメリカ各州の署名

アメリカの州における住民投票に関する一考察

（ ）94313

（128）Mass.Const.art.XLVIII,II§3,amendedbyart.LXXIV§1.

（129）Supranote5at229.

（130）この表は注（5）「住民投票便覧」の21頁に掲載されている表を参考とした。
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（ ）95 312

表3 発案に必要な署名数

州 憲法修正発案 実数 法律発案 実数

AK（アラスカ） ×
州選挙投票総数の

10％
28,782

AZ（アリゾナ）
知事選挙投票総数

の15％
152,643

知事選挙投票総数

の10％
101,762

AR（アーカンソー）同10％ 70,623同8％ 54,481

CA（カリフォル

ニア）
同8％ 670,816同5％ 419,094

CO（コロラド）
州務長官選挙投票

総数の10％
80,571

州務長官選挙投票

総数の5％
80,571

FL（フロリダ）
大統領選挙投票総

数の8％
488,722×

ID（アイダホ） × 登録有権者数の6％ 43,685

ME（メイン） ×
知事選挙投票総数

の10％
42,101

MA（マサチュー

セッツ）

知事選挙投票総数

の3％
57,100同3％ 57,100

MI（ミシガン） 同10％ 302,710同8％ 242,169

MS（ミシシッピ）同12％ 91,673×

MO（ミズーリ）同8％ 120,571同5％ 73,563

MT（モンタナ）同10％ 41,019同5％ 20,500

NE（ネブラスカ）
登録有権者数の

10％
108,500登録有権者数の7％ 76,000

NV（ネバダ） 同10％ 61,366
州選挙投票総数の

10％
61,366

ND（ノースダコ

タ）
人口の4％ 25,552人口の2％ 12,776

OH（オハイオ）
知事選挙投票総数

の10％
334,624

知事選挙投票総数

の6％
200,774

OK（オクラホマ）同15％ 185,135同8％ 98,739

OR（オレゴン） 同8％ 89,048同6％ 66,786

SD（サウスダコ

タ）
同10％ 26,019同5％ 13,010

UT（ユタ） ×
直接発案：同 10％

間接発案同5％
76,181/38,090

WA（ワシント

ン）
× 同8％ 197,588

WY（ワイオミ

ング）
×

州選挙投票総数の

15％
33,253

実数は2002年選挙時の推計値
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収集の要件はさほど厳しくないといえよう。

おわりに

本稿ではアメリカの州の住民投票制度を概観してきたが、これらの各州

の制度に共通しているのは、法律および憲法修正条項を制定改廃する権利

は議会が独占しているわけではなく、むしろ住民に固有の権利として住民

にも認められているという考え方である。例えばオハイオ州の憲法は「州

の立法権は上院と下院によって構成される州議会に付与される。州の住民

もまた以下に定めるところにより、州議会に対して法律案及び憲法修正案

を提案する権利並びに住民投票によってこれらを制定し又は廃止する権利

を有する」（131）と規定しているが、上記の考え方はこの規定からも容易に読

み取れるであろう。

このように住民投票の請求は住民に固有の権利であると考えられている

ことに伴い、本稿で見た各州の憲法は憲法典の中でかなり具体的な手続を

規定している。アメリカでは議会の議決に先行して住民が法律案などを提

案するのが発案の投票であり、議会の議決後にその賛否を問うのが表決の

投票と理解されているが、むしろ前者の発案の投票がより重要で基本的な

手続と位置づけられていることも注目に値する。発案の投票では議会の立

法権との調整が問題となるが、この点についても様々な手続上の工夫が行

われていた。住民投票の対象の制限も緩やかであり、投票の請求に必要な

署名数も現実的なものであった。

そして、きわめて基本的なことであるが、発案の投票は署名収集によっ

て住民の側から請求するものであり、議会や行政が利用する制度ではない

こと、発案、表決とも成立すれば法律案などの成立、廃止等の効果が生じ

るのであり、結果に法的拘束力のある制度だということも改めて認識して

おく必要がある。直接民主制としての発案や表決の権利が住民に保障され、

その結果には法的拘束力があるとすれば、議会や行政は自らの政策を否定

されないように緊張感をもって職務を行う必要があり、それによって間接

民主制が本来の機能をよりよく果たすことが期待できるのではないだろう

か。

これに対して日本では住民に発案や表決の住民投票を請求する権利があ

アメリカの州における住民投票に関する一考察

（ ）96311

（131）OhioConst.art.II§2.01.
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ると理解されることはまれで、ともすれば住民投票は憲法が前提とする間

接民主制ないし代表民主制の原理に反するという意識も見え隠れすること

がある。住民から請求できる法的拘束力のある住民投票制度は表決に限っ

ても事実上存在せず、条例に基づく法的拘束力のない制度でさえも住民が

利用する際には高いハードルが課されているのが実情である（132）。このよ

うな現状が国民の政治離れを助長し、選挙の投票率低下や議会制民主主義

の形骸化の一因となっていることは否定できないであろう。アメリカの住

民投票制度から学ぶべきことはきわめて多いものと思われる。

成蹊法学82号 論 説

（ ）97 310

（132）住民投票条例には投票率50％未満の場合は成立しないとする要件を課すも

のが散見されるが、条例に基づく住民投票制度にはもともと結果に拘束力が

なく、尊重義務があるだけなのだから、投票率が高いほど、また賛否の差が

大きいほど尊重義務が高まると解すれば足りるはずである。選挙の投票率も

50％未満となることが多い実情を考えるとこの成立要件はまったく不合理で

ある。2013年5月26日に行われた東京都小平市の住民投票では投票率が50

％未満（35.2％。前回の市長選挙の投票率は37.3％である）だったため、住民

投票条例には不成立の場合は開票しないという規定がないにもかかわらず市

は開票をせず、情報公開条例に基づく投票用紙の写しの公開請求も拒否して

いる。このような市の姿勢の背後には「自分たちが決めたことを変えたくな

い」という本音があると思われる。東京地裁（平26.9.5判決）は投票用紙に

記された情報は法令秘情報に当たるとして非公開処分を適法としたが（東京

高判平27.2.4は控訴を棄却した）、秘密とは「非公知の事実であって秘密とし

て保護に値する」もの（最決昭52.12.19刑集31巻7号1053頁）であるとす

れば、裁判所は「自分たちが決めたことを変えたくない」という小平市の本

音が保護に値すると言っているに等しい。このような判決には住民投票条例

および情報公開条例の解釈として疑義があるだけでなく、住民投票制度およ

び情報公開制度の発展を著しく阻害するものとして重大な疑問が残る。なお、

上記東京地裁判決については、武田真一郎「住民投票投票用紙の公開拒否処

分取消請求が棄却された事例」（判批）成蹊法学81号94頁（2014年）参照。
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